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エアコンディショナー及び電気温水機器判断基準ワーキンググループでは、電気温水機

器（ヒートポンプ給湯機）の性能の向上に関する製造事業者又は輸入事業者（以下「製造

事業者等」という。）の判断の基準等について審議を行い、以下の通りとりまとめを行った。 

 

現行基準の評価 

2017 年度に目標年度を迎えたヒートポンプ給湯機のエネルギー消費効率の加重平均値

は 3.25 であり、トップランナー基準導入前のエネルギー消費効率の加重平均値 2.49（2009

年度実績）から 30%の改善が図られた。また、現行基準の加重平均値は 3.20 であり、基準

達成率は 102%であった。 

 

 

対象とする範囲【別紙１】 

現行基準と同様、対象とするヒートポンプ給湯機は、ＣＯ２を冷媒とする家庭用ヒートポン

プ給湯機全ての製品とする。ただし、ヒートポンプで発生させた熱を給湯・ふろ保温以外に床

暖房等の暖房へ利用する機能を有するものについては対象範囲から除外する。  

 

 

エネルギー消費効率及び測定方法【別紙２】 

ヒートポンプ給湯機のエネルギー消費効率は、ヒートポンプを運転するときに、循環する湯

水に与える単位時間当たりの熱量と消費する電力との比として、ふろ保温機能があるものに

ついては、「年間給湯保温効率」、ふろ保温機能のないものについては、「年間給湯効率」で

評価することとする。また、測定方法は「家庭用ヒートポンプ給湯機」（JIS C 9220：2018）で

定める方法とし、以下の式で算定することとする。  

 

＜ふろ保温機能のあるもの＞ 

年間給湯保温効率 =
１年間に使用する出湯水が得た熱量＋保温のために浴槽水が得た熱量 (MJ)

１年間に必要な消費電力量 (kWh) × 3.6 
 

 

＜ふろ保温機能のないもの＞ 

年間給湯効率 =
１年間に使用する出湯水が得た熱量 (MJ)

１年間に必要な消費電力量 (kWh) × 3.6 
 

 

*現行基準（JIS C 9220：2011）からの主な変更点 

測定条件の精緻化の見直しが行われ、主に以下の２点が変更された。  

・試験手順の変更（安定判別方法）  

・性能評価にふろ熱回収機能を含むものが追加  
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製造事業者等の判断の基準となるべき事項等 

 目標年度【別紙３】 

ヒートポンプ給湯機の目標年度は 2025 年度とする。 

 

 目標達成のための区分と目標基準値【別紙３】 

ヒートポンプ給湯機の区分と目標基準値は以下の通りとする。なお、区分設定について、

現行基準から以下３点を更新した。  

・保温機能区分（保温あり／保温なし）の統合  

・多缶式区分の貯湯容量区分の統合  

・貯湯容量区分を４区分から３区分に変更  

 

表 1 ヒートポンプ給湯機の目標基準値 

区分名  想定世帯  貯湯缶数  貯湯容量  仕様  目標基準値  

Ａ 
少人数  ― ― 

一般地  ３．０ 

Ｂ 寒冷地  ２．７ 

Ｃ 

標準  

一缶  

３２０Ｌ未満  
一般地  ３．１ 

Ｄ 寒冷地  ２．７ 

Ｅ ３２０Ｌ以上  

５５０Ｌ未満  

一般地  ３．５ 

Ｆ 寒冷地  ２．９ 

Ｇ 
５５０Ｌ以上  

一般地  ３．２ 

Ｈ 寒冷地  ２．７ 

Ｉ 
多缶  ― 

一般地  ３．０ 

Ｊ 寒冷地  ２．７ 

注１ 「貯湯容量」とは、「家庭用ヒートポンプ給湯機」（JIS C 9220：2018）に規定する湯水

を貯蔵できるタンクの容量を指す。  

注２ 「寒冷地」とは、「家庭用ヒートポンプ給湯機」（JIS C 9220：2018）に規定する冬の寒

さが厳しい地域での使用を想定して、設計・製造した仕様のものを指す。「一般地」と

は、寒冷地仕様以外のものを指す。  

 

 

達成判定について 

ヒートポンプ給湯機製造事業者等が目標年度に国内向けに出荷するヒートポンプ給湯機

について、３．により測定したエネルギー消費効率を、表  1 の区分毎に事業者毎の出荷台

数で加重調和平均した値が目標基準値を下回らないようにすること。  
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表示事項等【別紙３】 

①表示事項  

イ）品名又は型名 

ロ）区分名 

ハ）エネルギー消費効率 

ニ）製造事業者等の氏名又は名称 

②遵守事項  

イ）エネルギー消費効率は、小数点第１位（小数点第２位切り捨て）まで表示す

る。 

ロ）表示事項は、性能に関する表示のあるカタログ及び取扱説明書ごとに、見や

すい箇所にわかりやすく表示する。 

ハ）ふろ保温機能を有する場合は、年間給湯保温効率を表示し、ふろ保温機能を

有しない場合は、年間給湯効率を表示すること。 

ニ）寒冷地仕様の場合は、その旨明記した上で、寒冷地における年間給湯保温効

率又は年間給湯効率を表示すること。 

 

 

省エネルギーに向けた提言 

 使用者の取組 

①  エネルギー消費効率の良いヒートポンプ給湯機の選択に努めるとともに、

ヒートポンプ給湯機の使用に当たっては、適切かつ効率的な使用により 

エネルギーの削減に努めること。 

 

 販売事業者の取組 

①  エネルギー消費効率の良いヒートポンプ給湯機の販売に努めるとともに、

「省エネルギーラベル」等を利用し、使用者がエネルギー消費効率の良い

ヒートポンプ給湯機の選択に資するよう適切な情報の提供に努めること。 

②  店頭等での適切な情報の提供を行う観点から、ヒートポンプ給湯機の省エ

ネルギーに関する情報収集及び販売員の教育等に努めること。 

③  ヒートポンプ給湯機を集合住宅等の建築物に組み込んで販売する者は、建

築物の居住者等がエネルギー消費効率の良いヒートポンプ給湯機の使用

に資するようエネルギー消費効率の良いヒートポンプ給湯機の選択及び

設置に努めること。 

 

 製造事業者の取組 

①  ヒートポンプ給湯機の省エネルギー化のための技術開発を促進し、エネル

ギー消費効率の良い製品の開発に努めること。 

②  エネルギー消費効率の良いヒートポンプ給湯機の普及を図る観点から、

3 



 

 

「省エネルギーラベル」等を利用し、使用者がエネルギー消費効率の良い

ヒートポンプ給湯機の選択に資するよう適切な情報の提供に努めること。 

 

 政府の取組 

①  エネルギー消費効率の良いヒートポンプ給湯機の普及を図る観点から、新

築需要、更新需要について、使用者及び製造事業者等の取組を促進すべく、

政策的支援及び普及啓発等の必要な措置を講ずるよう努めること。 

②  製造事業者、販売事業者等の表示や情報提供の実施状況を定期的・継続的

に把握し、使用者に対してエネルギー消費効率に関する、正しく分かりや

すい情報の提供がなされるよう適切な法運用に努めること。 

③  トップランナー方式に基づく省エネルギー規制については、機器の省エネ

ルギーを図る上で大変有効な手法であることから、適切な機会を捉えなが

ら、これを国際的に普及させるよう努めること。 

④  次の目標基準値を改正する際、今回の目標基準値の策定の根拠となった技

術の効率改善率や普及予測率について公表するとともに、これを事後的に

フォローアップし、検証するよう努めること。 
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（参考） 

 

目標年度におけるエネルギー消費効率の改善率  

 

 

目標基準値改正による、ヒートポンプ給湯機の目標年度におけるエネルギー消費効率は、

基準年度（2017 年度実績）の出荷台数及び区分ごとの構成に変化がないとの前提で、基

準年度の実績値に対して、約５％向上することが見込まれる。  

 

 

＜試算の概要＞ 

 基準年度（2017 年度）に出荷されたヒートポンプ給湯機の実績値から算出し

たエネルギー消費効率：３．２５ 

 

 目標年度（2025 年度）に出荷されると見込まれるヒートポンプ給湯機の目標

基準値から出荷台数で加重平均したエネルギー消費効率：３．４１ 

 

 エネルギー消費効率の改善率 

 

３．４１ −３．２５

３．２５
×１００ = ４．９％  
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別紙４ 

総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会 
省エネルギー小委員会エアコンディショナー及び電気温水機器 

判断基準ワーキンググループ（第１回） 
 

委員名簿 
 

（敬称略・五十音順） 
 

（座長） 

飛原 英治   東京大学大学院新領域創成科学研究科人間環境学専攻 教授 
 
（委員） 

浅野 等    神戸大学工学部機械工学科 教授 

小西 葉子   独立行政法人経済産業研究所 上席研究員 

齋藤 潔    早稲田大学基幹理工学部機械科学・航空学科 教授 

竹内 智芳   一般財団法人日本空調冷凍研究所 専務理事／所長 

中村 美紀子  株式会社住環境計画研究所 主席研究員 

前 真之    東京大学大学院工学系研究科 准教授 

三浦 尚志   国立研究開発法人建築研究所環境研究グループ 主任研究員 

村上 千里 公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 
理事／環境委員会委員長 

 
（オブザーバー） 

近藤 浩明   一般社団法人日本冷凍空調工業会 

家庭用ヒートポンプ給湯機技術専門委員会 委員長 
 

村上 則行   一般社団法人日本冷凍空調工業会 
家庭用ヒートポンプ給湯機企画専門委員会 委員長 
 

高野 哲宏   一般社団法人日本冷凍空調工業会 
家庭用エアコン技術専門委員会 委員長 
 

吉田 靖     一般社団法人日本冷凍空調工業会 
家庭用エアコン企画専門委員会 委員長 
 

河合 智文   一般社団法人日本機械工業会 
ルームエアコン技術専門委員会 委員長 



 

35 

 

総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会 
省エネルギー小委員会エアコンディショナー及び電気温水機器 

判断基準ワーキンググループ（第２回） 
 

委員名簿 
 

（敬称略・五十音順） 
 

（座長） 
飛原 英治   東京大学大学院新領域創成科学研究科人間環境学専攻 教授 

 
（委員） 

浅野 等    神戸大学工学部機械工学科 教授 

小西 葉子   独立行政法人経済産業研究所 上席研究員 

齋藤 潔    早稲田大学基幹理工学部機械科学・航空学科 教授 

竹内 智芳   一般財団法人日本空調冷凍研究所 専務理事／所長 

中村 美紀子  株式会社住環境計画研究所 主席研究員 

前 真之    東京大学大学院工学系研究科 准教授 

三浦 尚志   国立研究開発法人建築研究所環境研究グループ 主任研究員 

村上 千里 公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 
理事／環境委員会委員長 

 
（オブザーバー） 
古内 正明   一般社団法人日本冷凍空調工業会 

家庭用ヒートポンプ給湯機技術専門委員会 委員長 
 

渡邉 則孝   一般社団法人日本冷凍空調工業会 

家庭用ヒートポンプ給湯機企画専門委員会 委員長 
 
髙野 哲宏   一般社団法人日本冷凍空調工業会 

家庭用エアコン技術専門委員会 委員長 
 
吉田 靖     一般社団法人日本冷凍空調工業会 

家庭用エアコン企画専門委員会 委員長 
 
河合 智文   一般社団法人日本電機工業会 

ルームエアコン技術専門委員会 委員長 
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総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会 
省エネルギー小委員会エアコンディショナー及び電気温水機器 

判断基準ワーキンググループ（第３回） 
 

委員名簿 
 

（敬称略・五十音順） 
 

（座長） 
飛原 英治   独立行政法人大学改革支援・学位授与機構研究開発部 特任教授 

 
（委員） 

浅野 等    神戸大学大学院工学研究科機械工学専攻 教授 

小西 葉子   独立行政法人経済産業研究所 上席研究員 

齋藤 潔    早稲田大学基幹理工学部機械科学・航空宇宙学科 教授 

谷 達也     一般財団法人日本空調冷凍研究所 所長 

中村 美紀子  株式会社住環境計画研究所 主席研究員 

前 真之    東京大学大学院工学系研究科建築学専攻 准教授 

三浦 尚志   国立研究開発法人建築研究所環境研究グループ 主任研究員 

村上 千里 公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 
環境委員長 

 
（オブザーバー） 

古内 正明   一般社団法人日本冷凍空調工業会 
家庭用ヒートポンプ給湯機技術専門委員会 委員 

 
吉田 靖     一般社団法人日本冷凍空調工業会 

家庭用ヒートポンプ給湯機企画専門委員会 委員 
 
中川 英知   一般社団法人日本冷凍空調工業会 

家庭用エアコン技術専門委員会 委員長／ 
一般社団法人 日本電機工業会 ルームエアコン性能規格ＷＧ主査 

 
神野 憲之    一般社団法人日本冷凍空調工業会 

家庭用エアコン企画専門委員会 委員長 
 

河合 智文   一般社団法人日本電機工業会 
ルームエアコン技術専門委員会 委員長 
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別紙５ 

 

総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会 

省エネルギー小委員会エアコンディショナー及び電気温水機器 

判断基準ワーキンググループ 

開催経緯 

 

 

第１回ワーキンググループ（令和元年６月１７日） 

・議事の取扱い等について 

・電気温水機器の現状について 

・電気温水機器の対象範囲について 

・電気温水機器のエネルギー消費効率及びその測定方法について 

 

 

第２回ワーキンググループ（令和元年１２月１８日） 

・第１回会議における指摘事項について 

・電気温水機器の効率向上に関するアンケート調査について（案） 

・エアコンディショナーの現状について 

・エアコンディショナーの対象範囲について（案） 

 

 

第３回ワーキンググループ（令和３年２月１５日） 

・電気温水機器の目標年度、区分、技術アンケート結果、目標基準値、表示事項等につ

いて（案） 

・電気温水機器の取りまとめについて（案） 

・エアコンディショナーの畳数目安、測定方法、新たな性能評価方法の検討について 

 

 


